




































































































































































































































































































荒木尚志「労働法［第2版]」 （有斐|州、 2013年) 219頁参照。
i断野真人「社会保険給付と損益杣殺・代位の問題点」財団法人日弁連交通り#故相談セ
ンター編「交通賠償論の新次元』 （判例タイムズ社、2007年） 211頁参照。商野は、労
災保険給付に関する控除前相殺説に対する論拠の再検討のなかで、労災保険の「損害
の填補性」について、通勤災害は使用者の損害の填補を予定するものではないと指摘
する。
日野一成：自動車損害賠償保障法16"項における被普者の欄答賠慣額支払請求権と労災保険代位請求樅の優劣 519
上の傷害や死亡等に対する公的給付」と考えてよさそうである。一方、前述
のように、労働基準法第84条1項及び2項は、使用者の損害賠償責任につい
て、労災給付額が損害賠償上の「損害の填補」にあたると規定しているもの
と考えられる。
この労災保険（業務災害）の「損害の填補」について論じられるのは、例
えば、建設会社の労働者が建設作業中に負傷するような事例'9であろう。こ
の場合、使用者が労働基準法上の無過失責任を負い、それを使用者が保険料
負担する労災保険から補償を行うという関係から、使用者が負うべき補償や
賠償責任は、労働基準法第84条1項および2項により、労災保険給付額にお
いて責任が免れたり、損害賠償上の損害の填補とみなされたりするというこ
とである。
このことから、労災保険の給付額は使用者の「損害の填補」にあたるもの
と考えられるが、これは、使用者と被用者の一面的関係において妥当するも
のと考えられる。すなわち、この場合、労災保険者に使用者に対する求償権
は生じず、労災保険者による求償の問題が生じないということができる。
つまり、本稿で問題となるのは、例えば、業務中における第三者有責の交
通事故の場合である20．この場合、少なくとも第三者（加害者）の過失割合
に応じた損害賠償責任と使用者の無過失責任が競合すると考えられるが、被
害者が無過失の場合を含め、使用者の責任が労災保険の給付額の価額を超え
る賠償が議論されることはほとんどないであろう。
そうすると、 この第三者（加害者）および被害者（被用者)、国（労災保
険者）の三面的関係の場合に、はじめて労災保険者に第三者（加害者）に対
する求償権が生じるのである。その際の労災保険給付の性質は、使用者の
｢損害の填補」というよりは、労災保険法2条の2に規定される「公的給付」
として論じられるべきものであると考えられる。
'9鹸判昭和55年12月18日民集34巻7号888頁の事例など。
瓢） 岐判平成元年4月11日民集43巻4号209頁の事例など。
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③まとめ
上述したように、 「通勤災害」は、明らかに「公的給付」であり、 「業務災
害」の場合であっても、そこには第三者が加害者の地位にあり、被害者（被
用者）に対する使用者の無過失責任が問われる局面はほとんどないことか
ら、第三者有責の場合の労災保険給付は、使用者の「損害の填補」というよ
りも「公的給付」としての色彩が濃いと考えられる。したがって、最判平成
20年は、労災保険にも射程されるべきものであったと考えるのが合理的であ
ろう。
4．おわりに
自賠法の成立経緯や目的から、同法の解釈にあたっては、常に「被害者保
護」をもとに解釈されるべきである。例えば、最判平成30年における原審の
控訴審は、結論である「被害肴優先説」を採用したことは、 「被害者保護」
の観点から妥当であった考えられる。 しかし、その理由において、労災保険
の給付額の扱いについて、 「控除前相殺説」に一定の合理性を示している点
には異論がある。すなわち、同説は、被用者と使用者の一面関係において妥
当するものであり、その根拠が前述したように、労災保険給付が使用者の
｢損害の填補」と見倣すことができるからであり、第三者が加害者の場合に
は、 「通勤災害」であれ「業務災害」であれ、 「公的給付」の色彩が濃いと考
えられることから、その場合は、 「控除後相殺説」が妥当する2'・
自賠法上の「被害者保護」は、実質的に自賠責保険の認容の問題である。
自賠責保険は、自賠法とともに、同法の目的を踏まえ、例えば、その支払基
準が法定化され、一般的な損害賠償の方法とは異なる被害者に有利な扱いを
響！ 拙柵「労災交通事故における労災保険給付の控除と過失相殺の順序について一二亜の
「被害背保護」の観点からの一考察一」柧審保険研究第76巻第1号、 2014年) 149頁参
照。鋪三者が加害者の場合は、 「控除前相殺説」を採れば、被害者に対し、二砿に過失
*II殺を行うことになり、そのような説が不合理であるあることは明らかである。同説
は、被川粁と使用者の一面関係の際に妥当するものである。
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｢被害者保護」の観点からおこなっている。
この観点からみれば、被害者の直接請求権と労災保険の代位請求権の優劣
について、自賠責保険実務が、労災保険給付の取り扱いについて最判平成20
年が射程されないとの解釈を行ってきたことは、極めて不合理であったと指
摘せざるを得ない。
また、労災保険の給付は、伊藤が指摘するように、労災保険契約上の債務
の履行としての給付であり、求償権の代位取得は、被害者の二重利得の阻止
あるいは加害者の免責阻止といった保険の技術的ないし政策的要請等から認
められるものである22。 したがって、債務の履行によって付随的に生じる求
償債権が、被害者に生じた損害の填補という目的をもった被害者の自賠法l6
条1項の直接請求権の行使を阻害してまで全く対等の地位にたつと解すべき
ものではないことは、最判平成20年の判旨の通りである。
また、労災保険料は使用者が負担しているものであるが、宮川が指摘する
ように、 「その実質は労働者の労働が生み出したものとみることができる」
のであり23、労災保険（通勤災害）が、 「損害の填補」ではなく 「公的給付」
であり、労災保険（業務災害）においても、いわゆる労災民訴事案のように
使用者の損害賠償責任が発生するような事案に妥当する損害の填補性を第三
者有責の事故の場合においても殊更強調するようなことは、そもそも「合理
的な理由」とは言えないと考えられる2.1o
(筆者は鹿児島国際大学経済学部准教授）
型川井健＝宮原守男＝小川昭＝塩崎勤＝伊藤文雄綱「新版注解交通損害賠償法l｣ (1'f林
書院、 1997年) 170頁参照。
郵最判平成21年12月171]交民集42巻6号1409頁・宮川光治裁判官反対意見参照。宮川は、
「労災保険の給付の主たる財源となる財源となる労災保険料は、労働保険の保険料の徴
収等に関する法律の定めにより賃金総額に労災保険率を乗じて算出されるが、事業肴
から徴収されるといっても、その実質は労働者の労働が生み出したものとみることが
できる」としている。
24高野・前掲注18･211頁参照。岡野は、 「通勤災害の補悩制度が導入された現段|勝では
労災保険制度は社会柵祉制度的性格を強めた」と指摘する。また、 「労災保険の批密城
補性は無視できないとの点についていえば、確かに労災保険給付は民?}噸害賠俄にお
ける損害に似た考えにより給付内容が定められていることは否定できない。 しかし、
社会保障性の強い保険給付の場合には損害填補性なしとして損益相殺的調整の対象と
しないわけではないのだから、掘害填補性をあまり戒視するのは、妥当ではないだろ
う」としている。
